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第３６回法務省契約監視会議議事概要 

 

 

 

開 催 日 

 

 令和８年６月２３日（火） 

 

 

開 催 場 所 

 

 法務省１７階 会計課会議室 

 

 

出 席 委 員 

 

 

 

 田 中 早 苗（弁護士） 

 中 島 俊 秀（共同通信社編集局くらし報道部担当部長） 

 柳 川 重 規（中央大学法学部教授） 

 

審議対象期間 

 

 

 令和７年７月～令和８年３月 

 

 

審議対象契約 

 

 

 

 一般競争契約    ３７７件 

 随 意 契 約     ５７件 

 

 

重点審議案件 

 

 

 一般競争契約     ８件 

 

 

委員からの主

な意見・質問そ

れに対する回

答等 

 

 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

意 見 具 申 等  

 

 

 

 

  今回の審議案件について、特段の問題は認められなかった。 

  令和７年度法務省調達改善計画の年度末自己評価結果（案）につ

いて、特に指摘する事項はなく、引き続き適切に実施されたい。 
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【 別 紙 】 

 

       質 問 ・ 意 見 等 

 

         回  答  等 

 

１「全自動書類綴込機購入契約」 

（一般競争入札） 

契約金額 10,296,000 円 

   支出負担行為担当官 

    千葉地方法務局長 

 

（質問等） 

【総論的質問】 

 一者応札となった理由及び落札率が高

い理由は何か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答） 

一者応札となった理由は、本件調達

数量が１６台と多く、かつ機器の設置

までを契約に含んでいたことから、応

札できる業者が限られていたことにあ

る。 

入札不参加業者に理由を聴取した結

果、卸売業者を介して販売を行う都合

上、納入までに時間がかかり、仕様書に

定められた納入期限までに機器の設置

が困難であったとの回答を得ている。 

本件落札業者については、機器を直

接仕入れることが可能であり、納入期

限までに機器の設置が可能であったと

思われることから、今後は、事前に業者

に納入までの日数について確認を行う

ことによって履行期間を確保し、一者

応札解消に向けた取組を継続していき

たい。 

落札率が高い理由は、千葉地方法務

局では、平成２９年度にも本件機器の

調達を行っており、当時の落札者が今

回の契約の相手方であることから、予

定価格がある程度推察できたことにあ

ると考えている。  
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２「令和７年度鹿児島刑務所一般用医薬

品及び医療用品（309 品目）」 

（一般競争入札） 

契約金額 34,522,523 円 

支出負担行為担当官 

鹿児島刑務所長 

 

（質問等） 

【総論的質問】 

 一般用医薬品、医療用品について、「一

括調達」適用の可能性や、それによるコス

ト削減効果はあるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【柳川委員】 

 現在、医薬品の調達において困難が生

じている状況はあるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答） 

本件については、公表上は鹿児島刑

務所単独の調達のように見えるが、実

際には、本件公告及び契約件名の正式

名称を「令和７年度九州矯正管区管内

矯正施設医薬品共同調達（単価契約）」

とする、九州矯正管区管内に所在する

矯正施設１７施設による共同調達とし

て実施したものであり、医薬品６２１

品目、医療用品３６品目の合計６５７

品目を一括で調達し、鹿児島刑務所が

代表して契約手続を実施している。 

一括調達の可能性やコスト削減効果

については、全国一括調達と地域ごと

のブロック単位調達双方のスケールメ

リット及び競争性の担保の観点から検

討した上で、既に全国的に実施してい

る。 

コスト削減効果については、本件調

達において１０者が応札し、落札率が

８８．９パーセントとなっていること

などを鑑みても、競争性が十分に働い

ており、一括調達によるコスト削減効

果は得られていると評価している。 

今後も医薬品の調達については、ス

ケールメリット等を生かし、市場の動

向等を見極めながら、引き続き適正な

調達を行っていく方針である。 

 

過去にはジェネリック等の医薬品の

不足により入手困難な状況が生じ、共

同調達においても不落となった、業者
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【田中座長】 

置き薬形式のように、薬品会社に薬の

管理・補充から使用量の計算まで一括し

て委託することで、担当者の業務負担軽

減および総コスト削減につながる可能性

があると考えられるが、そのような調達

方式を検討したことはあるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中島委員】 

 一般的な医薬品は、全国一括調達では

なく、管区ごとの調達でないといけない

のか。 

 

 

の入札参加が困難となったといった事

態が発生したことがあった。しかし、昨

年度も含めて最近は比較的安定した調

達が可能な状況であり、矯正施設から、

医薬品の入手が困難であるという声は

聞いていない。 

 

置き薬形式のような調達方式につい

ては、いくつかの観点から実施が難し

い状況である。 

まず、コスト面については、薬品会社

に管理・補充等を委託する場合、薬品会

社側にも管理等に係る人件費が発生す

るため、中間手数料に相当するコスト

が委託経費に上乗せになる可能性があ

る。そのため、現行の調達方式と比較し

て本当にコスト削減につながるかどう

かは、実際に見積書を徴収した上で比

較検討しなければ判断が難しい。 

次に、医薬品の性質面については、医

薬品はセット単位で販売されているも

のが多く、使用した分だけを支払うと

いう形式には薬品会社が応じにくい可

能性がある。 

また、新たに収容した被収容者の疾

患に応じて、新しい医薬品を、別途、調

達する必要があるなど、あらかじめ用

意した医薬品だけで全ての治療に対応

することが困難な場合もある。 

さらに、医師によって処方する医薬

品が異なるといった点からも、あらか

じめ用意した医薬品のみで対応できる

とは限らないという課題もある。 

 

全国一括調達の場合、輸送コストや

対応可能な業者数の観点から、全国に

支社を持つ大手のみの参入となり、競

争性を担保することができないおそれ

がある。 
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一方、現行のように地域ブロック単

位での一括調達であれば、地元の中堅

業者も参入可能となり、競争性が高ま

ることでより割安な調達につながる場

合がある。そのため、全国一括調達とブ

ロック単位調達のそれぞれのメリット

を見極めながら、適切な調達方式を検

討していくことが重要であると認識し

ている。 

３「地方出入国在留管理官署において使

用する出入国在留管理庁通信ネット

ワークシステム用端末機器等の賃貸

借（令和７年度）一式」 

（一般競争入札） 

   契約金額 25,235,892 円 

    支出負担行為担当官 

出入国在留管理庁次長 

 

（質問等） 

【総論的質問】 

 一者応札であり、落札率も高く、しかも 

入札回数は１回である。予定価格とニア

リーイコールの理由は何か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答） 

まず、一者応札となった理由につい

ては、本件システムが使用しているク

ライアントアプリケーションに関連

し、そもそも同アプリ自体に精通して

いるだけでなく、サーバーやネットワ

ーク機器との疎通設定作業が必要であ

り、事実上、現行事業者である本件落札

業者以外の対応が困難な状況にあるこ

とが背景にある。 

次に、落札率が１００パーセントと

なった理由については、予定価格の設

定方法に起因している。予定価格の算

定にあたっては、過去の類似案件であ

る令和５年度および令和６年度の調達

実績を参考としたが、事前に現行事業

者から提出された参考見積書の方が安

価であったため、この見積書の金額を

そのまま予定価格として採用した。そ

の結果、本件落札業者が見積書と同額

で入札してきたことにより、落札率１
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【田中座長】 

 本件を随意契約にしなかった理由は何 

か。 

 

 

 

 

 

 

００パーセントという結果となったも

のである。 

本件においては、過去の実績ととも

に、近年の人件費、物件費の高騰も考慮

した上で予定価格を設定したが、今後

も、国民に疑念を抱かせることがない

よう、適正な予定価格の設定に努めて

いく方針である。 

 

 一般競争入札を原則とする観点か

ら、他の事業者が参入してくる可能性

が全くゼロではないため、幅広く周知

することで新たなノウハウを持つ事業

者の参加につながる可能性を期待し、

一般競争入札を実施した。しかしなが

ら、結果的に毎年一者応札となってい

る状況を踏まえ、来年度以降は随意契

約も含めた契約方式の検討を行ってい

きたいと考える。 

４「次世代出入国管理業務個人識別情報

システム等の開発に伴う日本人出帰

国審査システム対応作業」 

（一般競争入札） 

契約金額 81,917,000 円 

支出負担行為担当官 

出入国在留管理庁次長 

 

（質問等） 

【総論的質問】 

低入札価格調査実施の結果について説

明されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答） 

開札後、落札業者に対して調査票を

送付し、不足する部分については直接

聴取を行う形で、低入札価格となった

理由や積算の妥当性、これまでの実績

等について調査を実施した。 

その結果、特段問題は認められず、同

社が本契約の内容に適合した履行が可

能であると評価できたことから、同社

を落札者として決定し、契約を締結し

た。 
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５「司法試験等ＣＢＴシステム（仮）を使

用した試験の実施に係る検証業務委

託契約 一式」 

（一般競争入札） 

契約金額 101,366,166 円 

支出負担行為担当官 

法務省大臣官房会計課長 

 

（質問等） 

【総論的質問】 

一者応札となった理由は何か。また、本

件は検証業務であるが、コンサルタント

会社に打診しなかった理由は何か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中島委員】 

本件については、いわゆる総合評価方

式ではなく、最低価格落札方式でないと

いけなかったのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答） 

まず、一者応札となった理由につい

ては、政府電子調達において仕様書等

のダウンロードは２０件以上あったも

のの、入札不参加事業者へのヒアリン

グの結果、社内における履行体制が整

わなかったことが理由として挙げられ

た。調達仕様自体に問題はなかったも

のと考えているが、一者応札であった

ことは事実であるため、今後は公示時

期の早期化や入札参加への積極的な声

かけ等により、複数事業者の参加確保

に努めていきたいと考えている。 

次に、コンサルティング会社に打診

しなかった理由については、本調達案

件の主たる内容が、別途開発した司法

試験等ＣＢＴシステムを使用して、一

般受験者を対象として本番同様の環境

下で司法試験・予備試験の模擬試験を

実施することであるため、試験会場や

監督員等を手配できる事業者による受

託を想定していたことから、コンサル

ティング会社への打診は行わなかった

ものである。 

 

総合評価落札方式も検討の余地はあ

ったと思われるが、原則として最低価

格落札方式を採用するルールに基づ

き、より多様な事業者が参加しやすい

環境を整える観点から、最低価格落札

方式を採用した。 
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６「取調べの録音・録画用ソフトウェアの 

供給 一式」 

（一般競争入札） 

契約金額 143,000,000 円 

支出負担行為担当官 

法務省大臣官房会計課長 

 

（質問等） 

【総論的質問】 

 一者応札となった理由は何か。また、法

務省においては、仕様策定にあたり、なる

べく汎用性のある機材を採用する方針は

とっていないのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中島委員】 

 本件は毎年度入札を実施していくこと

となるのか。また、理論上は年度ごとに異

 

 

 

 

 

 

 

（回答） 

 まず、一者応札となった理由につい

ては、政府電子調達において１７者が

仕様書をダウンロードしていたもの

の、入札不参加事業者へのヒアリング

の結果、他の案件との兼ね合いで社内

リソースの確保ができなかったことが

主な理由として挙げられた。仕様自体

に特段問題はなかったものと考えてい

る。 

次に、汎用性のある機材の採用方針

については、カメラ、バウンダリーマイ

クロフォン、ＵＳＢハブ、ドッキングス

テーションといった周辺機器について

は、いずれも汎用性のある機材を使用

できる仕様としており、別途調達を行

っている。そのため、課題となるのは、

業務用端末にインストールするソフト

ウェアの開発部分に限られる。 

このソフトウェアに関しては、取調

べ終了時にデータの改ざん防止を目的

としたハッシュ値を出力する機能が唯

一の特別な仕様となっている。この機

能は刑事裁判において改ざんがないこ

とを証明するために不可欠なものであ

り、省略することができない。一者応札

の解消に向けて、現在も複数の事業者

に対して説明や交渉を継続して行って

いるところである。 

 

毎年度入札を実施していくこととな

り、理論上は年度ごとに異なる業者が
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なる業者が落札する可能性もあるのか。

さらに、５年間で２，０００台の整備が完

了した後は、保守管理の在り方も変わる

ことになるのか。 

 

 

 

 

 

 

 

入札不参加事業者へのヒアリングにつ

いて、同事業者へは、ハッシュ値の機能が

入札参加への障壁になっていたかという

内容で確認を行ったのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【田中座長】 

 改ざん防止機能等の必要性は認める

が、官側の求める仕様とコストとのバラ

ンスについては工夫の余地があると考え

られるので、今後も技術発展や費用対効

果の観点も踏まえ、コスト意識を持った

仕様となるよう務めていただきたい。 

落札する可能性もあるが、その場合の

保守対応が課題であると認識してい

る。現在は専用端末のリース期間が満

了するまでの間、年間４００台ずつ調

達せざるを得ない状況であるが、５年

後に２，０００台の整備が完了した時

点では、２，０００台を一括調達できる

仕組みに移行したいと考えている。一

括調達とすることでコスト面でも安価

に調達できると見込んでいる。 

 

入札不参加事業者へのヒアリングに

ついては、「入札しなかった理由は何

か。」という形でシンプルに確認を行っ

たものであり、ハッシュ値の機能が障

壁となっていたかどうかについて深く

追った確認は行っていない。ただし、ハ

ッシュ値の生成機能が汎用性の観点で

唯一ネックになり得るポイントである

とは認識している。一方で、複数の事業

者への確認を通じて、ハッシュ値の生

成は特別高度な技術を要するものでは

ないことが確認できており、それほど

高い参入障壁にはならないものと認識

している。 

 

取調べの適正性が担保できれば画面

構成等の仕様にこだわるものではな

く、常にコスト意識を持って調達に臨

んでいる。技術の進歩に伴い、近い将来

においてより安価で競争性の働く調達

が実現できるよう、毎年試行錯誤を重

ねながら多くの業者との対話を継続し

ていきたいと考えている。 

７「不動産登記規則の改正に伴う登記・供 

託オンライン申請システムの機能追 

加・開発等業務の請負」 

（一般競争入札） 

  契約金額 77,660,000 円 
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   支出負担行為担当官 

法務省大臣官房会計課長 

 

（質問等） 

【総論的質問】 

 一者応札となった理由は何か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【柳川委員】 

 大規模な更新が行われない限り、現行

事業者以外の参入は難しい状況が続くと

考えられるが、そのような認識でよいか。

また、本件システムは今後何年程度使用

される見込みか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答） 

本件システムは複数のシステムと連

携している大規模なシステムであるた

め、応札を検討する事業者においては、

既存の機能に係る各種設計書や連携シ

ステムとのインターフェースを精査し

た上で、システムの安定稼働を維持し

ながら必要な開発を実施するための工

数積算や経費算出といった事前検討作

業が必要となる。現行受託事業者以外

の事業者がこれらの事前検討を行う場

合、相応のコストを要することから、総

合的な判断として現行事業者以外の者

が応札を見送ったものと推測してい

る。 

今後は、調達仕様書における作業内

容や作業ボリュームをより分かりやす

く記載することで事前検討コストの削

減を図るとともに、公告期間や準備期

間を十分に確保することにより、一者

応札の解消に努めていきたいと考えて

いる。 

 

一般的なシステムのサイクルとし

て、ハードウェアおよびソフトウェア

はおおむね５年で更新を行っており、

本件システムについては昨年度に大規

模な更新を実施したばかりであること

から、次の大規模更新は５年後以降に

なる見込みである。 

他社参入の可能性については、大規

模更新のタイミングでは通常の改修に

比べて参入しやすい面はあるものの、

本件システムは登記情報システムや会

計システムなど複数のシステムと連携

している大規模なシステムであるた



 - 11 - 

 

 

 

 

 

 

【田中座長】 

 国籍情報の登録機能を既存の登記・供

託オンライン申請システムに組み込むの

ではなく、別システムとして構築するこ

とで、新たな事業者が参入できる可能性

が生まれると考えられるが、別システム

として設計することは検討しなかったの

か。 

 

 

め、参入にあたってはそれらの仕様を

十分に理解した上で対応する必要があ

る。そのため、設計書の閲覧を可能にす

るなど、参入障壁を下げるための取組

を進めていく必要があると認識してい

る。 

 

国籍情報については、登記情報シス

テムにおいて保管した上でデジタル庁

の別の仕組みに情報を提供し、統計情

報の公開等に活用することが計画され

ている。申請者がオンラインでの登記

申請と同時に国籍情報を入力できるよ

う一体的に対応することが最も効率的

であることから、既存システムへの機

能追加という形で開発を行った。別シ

ステムとして構築した場合、申請者の

手続が２回に増える負担が生じるほ

か、システム間の連携のための新たな

サーバーやストレージが必要となるな

ど、追加コストが発生することから、既

存システムに入力機能を追加する現行

の方式が効率的であると判断した。 

８「地方公共団体が講じる措置に起因す

る投資仲裁への対応の在り方に関す

る調査研究の請負 一式」 

（一般競争入札） 

   契約金額 6,600,000 円 

    支出負担行為担当官 

法務省大臣官房会計課長 

 

【田中座長】 

 令和７年６月に開催された第３２回法

務省契約監視会議において、一者応札案

件として審議された案件のフォローアッ

プについて説明されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務局） 

 第３２回会議での御意見等を踏ま

え、十分な履行期間を確保するなど一

者応札解消に向けた取組を行った結

果、法務省訟務局においては５者とい

う複数者応札となり一者応札が解消さ

れた。 

 



 - 12 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（回答） 

 前回の令和６年度の契約において一

者応札となった理由は、法律事務所側

の時間的な制約から入札参加の辞退の

申し出があったことや、他の案件と並

行して請け負うことが難しいと判断し

たことが挙げられた。 

そこで、令和７年度の契約手続にあ

たっては、一者応札解消に向けて二つ

の取組を行った。一つ目として、前回契

約と比較してスケジュールを前倒し

し、早期に調査研究の依頼事項の確定

や見積りの依頼を実施するとともに、

入札公告から入札締切までの期間およ

び開札から履行期限までの期間を延長

し、適切な公告期間や履行期間を確保

した。二つ目として、複数の日本の大手

法律事務所に加え、外国の法律事務所

に対しても声かけを行った。 

以上の取組を行った結果、令和７年

度の契約では一者応札を解消すること

ができた。今後も競争性が確保された

透明性・公平性の高い入札の実施に努

めてまいりたい。 

【法務省調達改善計画関連】 

「令和７年度法務省調達改善計画の年度

末自己評価結果（案）」について 

 事務局から、各項目について、目標に

沿った取組がおおむね順調に推移して

いる旨の報告がなされ、承認された。 

 


